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１．計画の目的と位置づけ 
⚫ 春日井市自転車活用推進計画は、国の２つの法に基づく法定計画として、また県や市の上位関連計画の実現に資する計画として、本市の自転車活用に関する目標や、個別具体の施策を提案するものです。 

⚫ そのため本計画は、本市の総合計画やまちづくり等の計画での、安全・安心、子育て、健康、環境保全等のキーワードを踏まえて、コンパクトなまちづくりに適した自転車活用のあり方を検討していきます。 

 

■春日井市自転車活用推進計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年度 第１回 春日井市自転車等駐車対策協議会 

春日井市自転車活用推進計画（令和３年度～令和 12 年度）の策定に向けて 

資料１ 

春日井市自転車活用推進計画（令和３年度～令和 12 年度） 

○国や県の自転車活用推進の方針や、市の子育てや健康づくり等のキーワードを踏まえ、

日々の暮らしや余暇の健康づくり等での、コンパクトなまちの形に適した自転車活用の推

進を図ることに必要な、自転車通行空間の整備等を図ることを目標とします。 

自転車活用推進法（平成 29 年策定） 国の 

法律 

自転車の安全利用の促進及び自転車等の 
駐車対策の総合的推進に関する法律 

（昭和 55 年策定、平成６年改正）※通称：改正自転車法 自転車活用推進計画（計画期間：H30～R２年度） 

県の 

計画 

 愛知県自転車活用推進計画（計画期間：R１～R８年度） 

【理念】元気と暮らしやすさを育む安全で快適な自転車利用の推進 

【目標】①自転車交通の役割拡大による良好な都市環境の形成 

    ②自転車を利用した健康づくりによる「健康長寿あいちの実現」 

    ③  

    ④自転車事故のない安全で安心な社会の実現 

 

■配慮すべき主なキーワード 

❶良好な都市環境の形成 

❷自転車を利用した健康づくり 

❸サイクルツーリズムの促進 

❹安全・安心な社会の実現 

市の 

上位 

関連 

計画 

 第六次春日井市総合計画（計画期間：H30～R19 年度） 

【理念】暮らしやすさと幸せをつなぐまちかすがい 

【目標】①安全・安心なまち 

    ②子どもの笑顔があふれるまち 

    ③思いやりと生きがいが育つまち 

    ④活力とやすらぎのあるまち 

■配慮すべき主なキーワード（個別施策より） 

❶防災対策の充実、交通安全対策の強化 

❷子育て・子育ち支援の充実 

❸文化・スポーツ・生涯学習の推進 

❹地球環境の保全と自然との共生 

これらの目標や
施策を自転車で
サポートする 

都市計画に 
関する計画 

春日井市都市計画マスタープラン（R2～R11） 春日井市立地適正化計画（H30～R18） 

 第 10 次 春日井市交通安全計画 
          （計画期間：H28～H32 年度） 

【方針】 ①道路交通環境の整備 

 ②交通安全思想の普及徹底 

 ③救助・救急活動の充実 

 ④被害者支援の充実と推進 

■配慮すべき主なキーワード（個別施策より） 

❶乗用車から自転車への転換の促進（施策 1-4） 

❷自転車走行空間ネットワークの整備（施策 1-4） 

❸エコモビリティライフへの転換（施策 1-5） 

❹

❺交通児童遊園での交通安全教室の実施（施策 1-4） 

 

 春日井市環境基本計画（Ｈ26 年改定）（計画期間：H14～R3 年度） 

【理念】みろくの森から道風の里まで 蛙の合唱消えぬ道 
    暮らしと出会いを大切にするまち 

【目標】 ①住みたい、楽しく美しい、歩きたくなるまち 

 ②豊かな自然と人が共存し、歴史・文化を育むまち 

 ③美しい地球を守る、地域のしくみがいきづくまち 

 ④ネットワークを活用し、環境市民が育つまち 

■配慮すべき主なキーワード（個別施策より） 

❶自転車で走りやすいまちづくりの推進 

❷自転車道・歩行者道としての緑道の活用 

❸駐輪場の確保の促進 

❹都市型レンタサイクルの促進 

❺自転車利用マナーの向上 

※国の自転車活用の視点に含まれる「スポーツ」「観光」「産業振興」「防災」等の計画については、 
 現状で自転車との連携に資するキーワードは見られません。 

【参考】立地適正化計画での【都市機能】と【居住地】の誘導について 

 
■都市機能誘導区域について 

・商業、子育て、教育、文化等の都市機能を誘導

し、コンパクトシティの拠点となる区域 

 ➔自転車交通の集中する「目的地」となる 

■居住誘導区域について 

・人口減少、高齢化の状況でも魅力ある利便性の高

いコンパクトシティとして、居住を集積する区域 

 ➔自転車交通が生まれる「出発地」となる 

■配慮すべき主なキーワード（個別施策より） 

❶主要鉄道駅周辺及び高蔵寺ＮＴの拠点 

❷居住地と都市拠点（駅等）をつなぐ交通基盤 

❸郊外※と市中心部との移動利便性の確保 
  ※居住誘導区域外の良好な住環境が整っている住宅街等 

計画検討に向け「自転車を取り巻く社会情勢」と「本市での課題」を整理します。 

各自治体は、法に基づく計画の策定が求められます。 

（自転車活用推進計画／自転車等の駐車対策に関する総合計画） 
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２．自転車を取り巻く社会情勢の変化 
⚫ 国の法制度や自転車利用の多様化など、全国的に自転車の積極的な活用ニーズが高まっています。 

 

❶社会全体や本市のまちづくりの視点 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⚫全国的に若い世代の運転免許保有率は減少しており、令和元年度末の年齢

別免許保有率では、20～24 歳の免許保有率は 30 歳代、40 歳代に比べて

低くなっています。また、高齢者についても免許保有率は低い状況です。 

⚫さらに近年は、カーシェアリングの普及等を背景に、全国的に世帯当たり

の自動車保有台数も減少傾向にあります。 

⚫自動車に過度に依存しない生活様式への転換期にあり、その近距離移動の

代替としての自転車の活用に期待が高まっています。 

❸自動車に過度に依存しない、環境にやさしい生活様式が広まっています。 

年齢別の運転免許保有率（令和元年度末） 

 

全国的な社会情勢の変化 
 

⚫平成 29 年 5 月に施行された「自転

車活用推進法」及び同法に基づく

「自転車活用推進計画」では、自転

車の持つ特性を最大限に活かし【都

市】【健康】【観光】【安全】の視点か

ら、さらに自転車を活用する方向性

が示されました。 

⚫同法では、地方自治体は右表に示す

国の 18 施策を踏まえながら、各自

治体の実状に合わせた「地方版自転

車活用推進計画」を策定することが

求められています。 

⚫愛知県は国の 18 施策に合わせて、

ほぼ同様の枠組みでの県自転車活

用推進計画を平成 31 年 2 月に策定

しています。 

❶自転車活用推進法に基づき「自転車活用」の動きが全国化しています。 

❶自転車通行空間の計画的な整備の促進

❷路外駐車場の整備や違法駐車の取締り推進等による自転車通行空間の確保

❸コミュニティサイクルの普及促進

❹地域の駐輪ニーズに応じた駐輪場の整備促進

❺自転車のIoT化の促進

➏生活道路での通過交通の抑制や無電柱化と合わせた自転車通行空間の整備

❼国際規格に合致した自転車競技施設の整備促進

❽公道や公園等の活用による安全に自転車に乗れる環境の創出

❾自転車を利用した健康づくりに関する広報啓発の推進

❿自転車通勤の促進

⓫国際会議や国際的なサイクリング大会等の誘致

⓬走行環境整備や受入環境整備等による世界に誇るサイクリング環境の創出

⓭高い安全性を備えた自転車の普及促進

⓮自転車の点検整備を促進するための広報啓発等の促進

⓯交通安全意識の向上に資する広報啓発活動や指導・取締りの重点的な実施

⓰学校における交通安全教室の開催等の推進

⓱自転車通行空間の計画的な整備の促進（❶再掲）

⓲災害時における自転車の活用の推進

【都市】
自転車交通の
役割拡大による
良好な都市環境
の形成

【健康】
サイクルスポーツ
の振興等による
活力ある健康
長寿社会の実現

【観光】
サイクルツーリズム
の推進による
観光立国の実現

【安全】
自転車事故のない
安全で安心な
社会の実現

■国の示す「地方版自転車活用推進計画」の 18 施策 

⚫電動アシスト付き自転車が普及し、これまで地形的、体力的に自転車利用

が困難な場所や目的でも、自転車が利用されるようになっています。 

⚫また、サイクリングやサイクルスポーツ参加者の増加など、スポーツ自転

車の普及とともに、余暇での自転車利用を楽しむ層も増えています。 

⚫全国的には、都市型レンタサイクル「シェアサイクル」（右図）のサービ

スが開始され、公共交通の一つとして浸透し始めています。 

❷自転車の車両や使い方など、自転車活用の多様化が進んでいます。 
 

本市のまちづくり ライフタウンの実現 

⚫本市の人口は年々増加を続けてきましたが、全国的な傾向とともに将来的に減少に転じることが予想されてい

ますとくに、生産年齢人口（15-64 歳）の減少と、高齢者の増加が目立っています。 

⚫一方で、合計特殊出生率は増加傾向にあることから、子育て環境の向上等取り組みを通じて子育て世帯の集ま

るまちとしての価値が高まりつつあります。加えて、市民アンケートでは約８割が「住み続けたい」と回答して

おり、暮らしの場としての市の魅力を高めていくことがまちづくりの視点でも重要となると考えます。 

 

 

❶人口減少期に入りつつある一方で、子育てや定住の意向が高い状況です。 

自転車のメリットを最大限生かした、積極的な「活用」が求められます 市の目指す「ライフタウン」の魅力を高める自転車活用が求められます。 

⚫市内には商業施設が多数立地しており、

主要な住宅地からは 2km 圏内で買物が

できる環境が整っています。 

⚫また市内企業の雇用を従業者数から見

ると、第二次産業、第三次産業で雇用が

生まれていると考えます。 

⚫県下でも都市公園が充実しており、また

利便性が高く利用者が増え続けている

公共交通網があることも含めて、本市は

職住近接の「暮らしの場」としての魅力

が高い状況と考えます。 

 

 

❷暮らしに必要なものが一通りそろう、暮らしやすいまちです。 

春日井市内の商業施設（食料品、日用品等）の半径２km 商圏 

 

年齢層別人口の推移 

 

合計特殊出生率の推移 

 

出典：国勢調査（H17～H27実測値） 
   国立社会保障・人口問題研究所（R2～R12推計値） 出典：第 2次新かすがいっ子未来プラン 
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出典：H28年度市民意識調査 

今後も暮らしたい

87.4%

暮らしたい

とは思わない

11.1%

無回答

1.5%

市内企業の従業者数の推移（雇用の状況） 

 

一人当たり公園面積（公園の充実状況） 

 

市内鉄道駅の利用状況の増減 

 

出典：経済センサス-基礎調査（2009年、2014年） 
   経済センサス-活動調査（2012年、2016年） 出典：平成 30年度末愛知県都市公園現況 出典：春日井市統計書 
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❷本市の自転車利用の状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自転車利用に関する課題 

自転車事故ワーストから脱却するための 

安全利用環境づくりが求められます。 

【ハード面】では… 

・自転車が安全に通行できる自転

車通行空間をつくること 

・交通ルールが一目でわかるよう

案内サインを整備すること 

           …など 
 

【ソフト面】では… 

・整備した自転車通行空間の通行

方法を理解し、遵守すること 

・自転車通行空間が機能するよう

にドライバーの理解を得ること 

・歩行者優先での自転車利用意識

を啓発すること    …など 

安
全
教
育
の
充
実 

安
全
・
快
適
な
交
通
手
段
と
し
て
機
能
す
る
「
自
転
車
環
境
の
整
備
」 

⚫本市は県下でも自転車事故が多く、令和元年の

愛知県警統計では、所轄 46 署のうち一宮、豊

橋に次いで３番目に自転車事故による死傷者

数が多くなっています。市内での自転車事故死

傷者数の約２割が自転車乗車中の事故です。 

❶自転車事故が、県下でもワースト上位の状況 
自
転
車
環
境
の
整
備
、
活
用
の
推
進
に
関
す
る
個
別
課
題
を
次
頁
よ
り
整
理
し
ま
す
。 

令和元年度の自転車事故の死傷者数 200 人以上 
 

管轄署 
自転車事故 

死傷者数 

全交通事故 

死傷者数 

自転車 

の割合 

1 位  一宮 447 人 1,895 23.6 

2 位  豊橋 440 人 2,469 17.8 

3 位  春日井 402 人 1,760 22.8 

4 位  岡崎 314 人 1,881 16.7 

5 位  豊田 280 人 1,800 15.6 

6 位  中村 265 人 1,104 24.0 

7 位  中 248 人 1,040 23.8 

8 位  西 247 人 854 28.9 

9 位  中川 243 人 1,082 22.5 

10 位 安城 213 人 1,173 18.2 

11 位 江南 212 人 776 27.3 

12 位 愛知 206 人 1,141 18.1 

出典：愛知県の交通事故発生状況（令和元年中） 

 

市内の年齢別自転車事故死傷者数 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：春日井署提供データ（各年 5月～翌 5月集計） 

通
行
環
境
の
充
実 

⚫平成 28 年実施の市民意識調査では、本市 48

項目の課題に対する満足度を調査しています。 

⚫このうち、「自転車や歩行者にとって生活に密

着した道路が通行しやすい」ことの満足度は 5

点満点中 2.66 点、全 48 施策中 45 位と、通

行しやすさの満足度は低い状況です。 

 

 

 

❷自転車や歩行者の「生活道路の通行しやすさ」の満足度が著しく低い状況 

満足度の順位（上位 5 位／下位 5 位） 
 

質問：春日井市の「課題」に対する、現在のあなたの「満足度」は？ 
 

順位 春日井市の課題（48 項目） 満足度 

1 身近な場所で適切な医療を受けることができる 3.75 

2 安心して上下水道を利用することができる 3.74 

3 消防・救急体制が充実している 3.69 

4 予防医療などが充実し、市民の健康が保たれている 3.54 

5 清潔な環境が守られている 3.52 

… … … 

44 高蔵寺ニュータウンの再生が進んでいる 2.67 

45 
自転車や歩行者にとって生活に密着した道路が通行
しやすい 2.66 

46 特色ある観光資源が活用･創出されている  2.53 

47 誰もが、不便を感じずに移動できる  2.53 

48 地域の商店街が活性化している  2.43 

出典：H28年度市民意識調査 

市内道路の幅員別の延長 

 

 

駐
輪
環
境
の
充
実 

駐輪場の活用に繋がる 

「質」の向上が求められます。 

【ハード面】では… 

・施設での適正な収容台数の設定

と施設の改善 

・車種に応じて対応可能な 

駐輪場の整備     …など 
 

 

【ソフト面】では… 

・空きスペースを活用した子ども

乗せ自転車への対応 

・地元地域等と連携した放置自転

車対策の展開     …など 

出典：春日井市統計年鑑（令和元年度） 

⚫市内の各主要駅に約 1.7 万台の公営駐輪場（有

料、無料含む）を設置しています。 

⚫放置自転車の年間撤去台数（右図）は 673 台/

年（H30）です。 

⚫駐輪場の利用状況や、放置自転車の減少等を踏

まえ、今後予想される人口減少の中で、より効

率的な駐輪場の運用が求められると考えます。 

❸人口減少に転じる中で、乗換え環境に合った駐輪場整備 

各鉄道駅の駐輪場の総収容台数 
 

 

総収容台数 うち有料 うち無料

高蔵寺駅 3,235 2,515 720

神領駅 2,554 410 2,144

JR春日井駅 4,085 2,320 1,765

勝川駅 4,873 3,477 1,396

間内駅 131 - 131

牛山駅 429 - 429

名鉄春日井駅 554 - 554

名鉄味美駅 926 - 926

ＴＫＪ味美駅 139 - 139

16,926 8,722 8,204

JR

JR

以外

市内合計

平成 30 年度の放置自転車撤去台数と処分状況 
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子ども

（0～15歳）
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（16～24歳）
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（25～64歳）

高齢者

（65歳～）

高齢者

（75歳～）

市内の年齢層別自転車事故死傷者数（名）

H30

H31

道路幅員 道路延長（km）

5.5ｍ未満 745.8

5.5～13.0ｍ 335.5

13.0～19.5ｍ 8.6

19.5ｍ以上 4.5

3.5ｍ未満 161

3.5～5.5ｍ 3.2

5.5ｍ以上 0.4

32.8

37.1

59.4一般県道

改良

済み

未改良

市道

一般国道

主要地方道

自
転
車
活
用
の
推
進 

自
転
車
環
境
を
整
え
た
上
で…

 

撤去台数 673 台/年 

         ※１日平均約 4 台 

うち返還台数 388 台/年 

     ※返還率 25％ 

うち処分台数 155 台/年 

※一部はリサイクルし提供 

うち保管継続 130 台/年 

※保管期間は２カ月 

国の方針：メリットを最大限に活かした積極的な「活用」が求められます。 

まちづくり：「ライフタウン」の魅力を高める自転車活用が求められます。 

 

出典：令和元年自転車駐車状況調査 
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３．自転車活用環境の個別課題の整理 
 

【安全教育】の充実に向けて 

⚫ 本市は自転車事故が県下ワースト上位にあり、駅周辺の地区だけでなく住宅地等でも自転車事故が発生しています。自転車活用の推進のためにも、自転車事故の軽減を進め安全な自転車活用環境を創ることが求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ①自転車事故の発生状況（平成 27 年～令和元年までの集計） 

⚫ 市内の平成 27 年～令和元年の５年間の自転車事故（春日井警察署の自転車事故個所図より事務局作成）を、250ｍ間隔でのメッシュに分割し集計した結果は以下の通り

です。勝川駅、春日井駅等の自転車が集中する地区」だけでなく、自転車、自動車の交通量の集まる幹線道路、住宅地など西側を中心に集中しています。 

年齢層別の自転車事故死傷者数の推移 

 

 

 

 ②年齢別の自転車事故死傷者数・死者数（県単位） 

⚫県内で発生した令

和元年中の自転車

事故の死傷者数で

は、若い世代の市死

傷者が多くなって

います。 

⚫死傷者数を各年齢

層の人口で割り戻

した死傷者割合を

みると、高校生・大

学生を含む 16～19

歳の死傷者数が突

出しています。 

⚫市内に立地するほ

ぼ全ての学校では、

通学者の８～９割

が自転車通学をし

ており、県と同様の

状況にあると考え

ます。 

 

人口１万人当たりの年齢別事故死傷者数 

 

 

 

課題② 自転車事故は高校生等若い世代での発生確
率が高く、重点的な教育が必要 

【愛知県内】年齢層別の自転車事故死傷者数・死者数（令和元年中） 

 

 

 

自転車事故死傷者

数は子ども、16～
19 歳で多い 

死傷者数（名） 死者数（名）

子ども 1,003 0

16～19歳 1,286 0

20～24歳 599 2

25～29歳 441 0

30～39歳 840 1

40～49歳 763 0

50～59歳 618 4

60～64歳 221 1

65～74歳 590 9

75歳以上 695 8

全体計 7,056 25

死者数は高齢者に
なると増える傾向 

出典：愛知県の交通事故発生状況（令和元年度） 

9.5

43.2

14.2

10.7

9.3

6.6

6.4

5.6

6.4

7.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

子ども

16～19歳

20～24歳

25～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65～74歳

75歳以上

人口1万人あたりの自転車事故死傷者数（名/万人）

高校生、大学生

を含む若い世代
での事故率が突
出している 

※人口は愛知県統計データより集計 

 ③年齢別の自転車事故による死亡確率（県単位） 

⚫ 県内で発生した令

和元年中の自転車

事故による死傷者

100 名あたりの死

者数を見ると、65

歳以上の高齢者の

場合に死亡事故に

つながる状況が多

くなることが分か

ります。 

 

課題③ 高齢者の自転車事故は死亡事故になる可能
性が高く、身を守る安全教育が必要 

【愛知県内】自転車事故死傷者 100 名当たりの死者数（令和元年中） 

 

 

 

0.0

0.0

0.3

0.0

0.1

0.0

0.6

0.5

1.5

1.2

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 1.4 1.6 1.8

子ども

16～19歳

20～24歳

25～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～64歳

65～74歳

75歳以上

死傷者数100名に対する「死者」数

高齢になるほど、
自転車事故により

死亡してしまう可
能性が高くなる。 ■市内での過去５年間の自転車事故・歩行者事故発生件数 

※愛知県警春日井署 自転車・歩行者事故データより作成 
 

事故種別 ５年間での事故件数 

自転車事故 1,771 件/5 年 

歩行者事故（参考） 571 件/5 年 

 
出典：愛知県の交通事故発生状況（令和元年度） 

課題① 自転車事故は市内各地で発生しており、自転車を使う側の遵守意識の啓発も事故軽減には必要 
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     ※【安全教育】の充実に向けて（つづき） 

⚫ 自転車事故は高校生等の若い世代が目立つ状況にありますが、安全教育は幼稚園・保育園、小学校での全園・全校を対象とした交通安全教室と、高齢者の集まりでの安全教室が中心で、高校生等を含むその他の年齢層の安全

教育の継続的な安全教育が必要です。 

⚫ これらの年齢層に対しては、学校や自動車学校、公共施設等のスペースを活用した、地域全体の安全教室で対応していますが、参加者が希望制のため安全意識の低い人に対する周知が難しい状況も考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ④年齢層別に見た自転車事故の違反行為の状況（全国） 

⚫ 自転車事故のうち、自転車側の違反行為の有無により分析した全国データで

は、自転車事故全体の違反率より、中学生、高校生の違反率が高く成っていま

す。 

【全国】自転車事故における違反の割合（平成 28 年） 

 

 

 中学生、高校

生では全体の
7 割が違反し
ている状況。 

課題④ 自転車側の違反行為は「若い世代」に多
く、遵守意識の徹底に資する教育が必要 

 ⑥自転車側の違反行為 

⚫ 市内自転車事故では、

出会頭での事故（上

表）や、右左折時の事

故が多くなっています。 

⚫一方で、過去２年間で

は人対自転車の事故

は発生していません。 

⚫自転車事故は減少し

ていますが、自転車が

第一当事者※となった

事故は増えており（下

表）、信号無視、一時停

止ともに増加してい

ます。 

 

 

 
課題⑥ 自転車の違反行為を減らすため、「車両を

運転している」意識を高める啓発が必要 

 ⑤年齢層別の安全教育の実施状況（令和元年の市の取り組み） 

⚫ 本市主催での自転車安全教室は、市内

の全園・全小学校での園児、児童と、

老人クラブ等に所属する高齢者に対

する周知を集中的に実施しています。 

⚫ 一方で、自転車が交通手段の中心とな

る中学生、高校生を始めとする世代に

ついては、個別の対応が難しく、地域

全体への安全教育に取り組んでいま

す。 

⚫自動車学校や交通児童遊園など、安全

教育の環境が整っている場を活用し

た取り組みも個別に進めています。 

 

 

課題⑤ 安全教育は子どもが中心であり、中学～成人を含め成長段階に合わせた教育も必要 

春日井市主催の交通安全教室の実施状況（対象年齢層別） 

 

対象種別 令和元年の交通安全教室（実施数、参加者数は雨天中止除く） 

主な取り組み 実施数 参加者数 

園児 ★幼稚園・保育園での交通安全教育 29 件 4,144 人 

小学生 ★小学校での自転車安全教育 17 件 7,407 人 

中学生    

高校生    

大学生    

社会人    

子育て世帯    

   

高齢者 ★高齢者集会での交通安全教育 22 件 913 人 

外国人    

在勤・在学者    

全体合計 95 件 15,043 人 

 
 

■小学校での安全教育 

・自転車を使った

体験型教室とし
て実施。 

・このほか、シー

トベルト教室も
合わせて開催。 

中学生以上は個別の取り組
みでなく「地域全体」の交通
安全教育で対応 
 

【実施数】   27 回 
【参加者数】2,579 人 

■参考 交通児童遊園の活用 

・春日井駅近くの交

通児童遊園は、標
識や横断歩道等が
設置してあり、安

全に自転車の練習
ができる場所。 

 ⑧警察、バス事業者から見た自転車事故の課題 

⚫ 警察、バス事業者ヒアリングでは、とくに自転車通学者の多い「高校生」の事

故、危険運転等について意見が見られました。 

⚫ 今後の安全教育に対しての連携強化も含めた取り組みが必要です。 

 

 

 

【警察】春日井署ヒアリング 

・春日井署管内では、自転車事故が他

地域に比べても多い。 

・高校生の自転車利用が多いほか、高

齢者の重大事故が見られる。 

・幹線道路だけでなく、住宅地内の細

街路でも事故は発生している。 

・自転車同士の事故、自転車対自動車

の事故が中心で、歩行者との事故

は少ない。 

・事故多発交差点等で重点的な対策

を講じるなど取り組んでいる。 

【バス事業者】名鉄バスヒアリング 

・市内は高校生の自転車通学が多く、

自転車との事故も発生している。 

・歩道から車道へ飛び出してきて車

両側方にぶつかるなど、運転士が

回避できない状況もある。 

・自転車事故を含めて社内での研修

に際して発生した事故映像等を周

知し徹底している。 

・自転車事故は事業者としても配慮

しており、接近しないことを基本

に未然の対策を図っている。 

 

 課題⑧ 自転車利用の多い高校通学に対して、関係
者と連携した効果的啓発手法の検討が必要 

 ⑦自転車保険の加入状況（令和２年 4 月 1 日より義務化） 

⚫民間保険会社が実施した自転車保

険の加入率の調査では、全国 47 都

道府県のうち愛知県は 62.3％で

８位となっています。 

⚫ 春日井市では、令和２年４月施行

の「春日井市自転車の安全な利用

の推進に関する条例」では自転車

保険の加入を義務化しています。 

⚫ 条令では、事業者等に従業員等に

対する自転車保険の加入推進を図

ることが求めていますが、令和２

年に実施した事業者等へのアンケ

ートでは、積極的な取り組みを進

める事業者等は少なく、推進に向

けた取り組みが必要です。 

 

 

 

課題⑦ 自転車保険の加入促進に向けて、事業者等
の連携・協力をさらに図ることが必要 

出典：公益財団法人交通事故総合分析センター イタルダインフォメーション No78 「その自転車の運転では事故になります」  

春日井市内の自転車事故の発生状況（平成 30 年→令和元年） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

春日井市内の第一当事者の違反行為内容（平成 30 年→令和元年） 

 

 

平成30年 令和元年 増減数

対面・背面通行中 0 0 0

横断中 0 0 0

うち横断歩道横断中 0 0 0

人対車両（その他） 0 0 0

正面衝突 4 5 1

追突 2 3 1

出会頭 261 225 -36

右左折時 145 112 -33

車両相互（その他） 36 46 10

車両単独 5 1 -4

列車 0 0 0

平成30年 令和元年 増減数

信号無視 0 4 4

一時停止 10 16 6

その他 30 75 45

各都道府県の自転車保険の加入状況 

 順位 都道府県 義務化 加入率

1 兵庫県 ● 71.5%

2 京都府 ● 69.8%

3 滋賀県 ● 69.6%

4 大阪府 ● 67.8%

5 埼玉県 ● 66.9%

6 石川県 ● 66.4%

7 大分県 65.2%

8 愛知県 ● 62.3%

45 沖縄県 36.5%

46 富山県 34.5%

47 島根県 34.4%

56.0%全国平均

出典：au 損害保険株式会社 公表ホームぺージ 
（調査は平成 30年に WEB調査形式で実施）  ※交通事故に関与した人の中で最

も過失が大きい人を第一当事者

とします。 
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【通行環境】の充実に向けて 

⚫ 国では「自転車は車両」の原則に則り、平成 24 年に策定、平成 28 年改定の「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」において、車道での自転車走行環境整備を基本とした自転車ネットワークの構築を各自治体に

おいても進める方向性が示されました。自転車事故の多い本市において、自動車やバスとの住み分けと、歩行者の安全確保の両立を目指した適切な通行環境整備が求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ①自転車事故の発生個所と道路特性との関係性 

⚫ 過去５年間での自転車事故 1,771 件の発生場所（春日井警察署提供の紙面地図より事務局作成）を、都市計画道路と重ねると市内での自転車事故の発生個所のうち 1,036 

件がカバーされます。 

⚫ 将来のコンパクトなまちづくりにおいて居住誘導を図る区域を中心に、自転車事故の軽減をはかるための自転車ネットワーク整備を確実に進めるため、各道路の特性や 

沿道施設の立地状況などを踏まえて優先順位を見定めることが期待されます。 

市内の自転車事故の発生個所と幹線道路との関係性（過去５年間の自転車事故発生実態） 

 

 

 

 

課題⑨ 自転車通行空間の整備状況は限定的であり、構造的な整備可能性も考慮した具体性のある整備計画が必要 

 ②バス路線と自転車ネットワークの関係の整理 

⚫ 市内の移動を支える路線バ

スは、一般に自転車の車道

左側通行と走行空間を共有

します。 

⚫ そのため、自転車、バス双

方の安全性・走行性の確保

のための専用レーンについ

て、全国では様々な検討が

進められています。 

 

課題⑩ 自転車とバスは通行場所が競合するため、 
双方が安全に通行できる空間の整備が必要 

 ④自転車通行空間整備のための道路幅員確保の限界 

⚫ 国のガイドラインでは、大きく３種の自転車通行空間整備の形態が示されてい

ますが、うち自転車道、自転車専用通行帯は必要幅員の確保が必須です。 

 

課題⑫ 将来を見据えた、実現可能な整備形態の 
選定が必要 

自転車専用通行帯と、 
バス専用通行帯を 

併用する例。 
バス停の処理が難しい。 

バス専用通行帯内に、 
自転車が通行する場所と

進行方向を示したもの。 
混在を許容する方法。 

 ③小中学校の通学路での安全対策としての整備の必要性 

⚫ 小中学校等と連携し、

通学路交通安全プロ

グラムの取り組みを

実施し、個別の安全対

策を講じています。 

⚫ 通学中の児童、生徒

が、自転車との事故に

不安を感じることが

無いよう、個別対策が

必要です。 

 課題⑪ 通学児童・生徒の安全確保のための、自転
車の車道誘導に資するネットワークが必要 

通学路交通安全プログラムの年間スケジュール 
 

時期 項目 実施主体 

～5 月 ・安全点検の実施 

・危険個所の抽出 

小中学校 

６月 ・担当機関への割り振り 教育委員会 

６～８月 ・担当機関の調査 

・早急対応（必要に応じて） 

担当機関 

９月 ・対応方針の決定 通学路安全 

対策会議 

９～３月 ・対策の実施 担当機関 

３月 ・進捗状況の確認 

・効果の把握 

通学路安全 

対策会議 

※春日井市通学路安全対策プログラム実施要領より 

 

自転車道 自転車専用通行帯 矢羽根型路面表示 

【必要幅員】2.0ｍ以上 
 ※物理的に分離する 

【必要幅員】1.5ｍ以上 
 ※交通規制で分離する 

【必要幅員】規定なし 
 ※法定外表示 

■都市計画道路上の自転車事故の件数 

※自転車事故の発生個所は愛知県警春日井署 自転車・ 

 歩行者事故データをもとに事務局作成 

※都市計画道路として設定したライン上（中心線か 

 ら 10ｍ幅）に含まれる事故件数を下表に掲出 
 

道路の種別 ５年間での事故件数 

都市計画道路上 1,036 件/5 年 

その他道路 735 件/5 年 

 
※【必要幅員】は、地形の状況やその他特別な理由によりやむを得ない場合において、 
 自転車道の場合 1.5ｍまで、自転車専用通行帯の場合 1.0ｍまで縮小することができる。 
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【駐輪環境】の充実に向けて 

⚫ 市では鉄道駅に集まる駐輪需要に対して、公営駐輪場（有料／無料含む）を整備し、放置自転車発生等の駐輪問題の抑制に努めてきました。その結果、放置自転車の撤去台数は年間で 1,500 台程度と少なく、また駐輪場も一

部の人気施設を除くと、駅全体で見れば余裕が見られる状況です。 

⚫ 一方で、今後の人口減少や少子高齢化、感染症対策としての新たな生活様式など、駐輪需要の低下につながる状況も想定される中で、老朽施設の改築に合わせた適切な駐輪場の供給量の見極めが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ①放置禁止区域エリア・公営駐輪場・撤去自転車保管施設 

⚫鉄道各駅の駐輪需要に対応するため、以下の各箇所に有料・無料の駐輪場を整備しています。また、JR 駅周辺 300～500ｍ圏内に放置禁止区域を指定し、放置撤去を行

っています。今後、高蔵寺駅の有料駐輪場等の更新を予定しています。 

 ②施設の老朽化への対応 

⚫ 公営の有料駐輪場の

うち、高蔵寺駅北口、

南口施設は、築 30 年

以上の施設であり、

老朽化も目立つ状況

にあります。 

 ③放置自転車対策の取り組み実績（撤去、啓発活動の頻度） 

⚫ 市内４か所の放置禁止区域

の放置自転車撤去台数の推

移をみると、全体的に減少

傾向にあります。 

⚫ ただし、春日井駅、高蔵寺

駅は近年微増傾向も見られ

ます。 

 

 

 ⑤民間施設の開発時における駐輪場整備の指導実績 

⚫ 開発者による駐輪場等

の整備推進のため、開

発指導要綱に準じて整

備を促しています。 

開発指導要綱に準じた駐輪場・駐車場の整備台数、指導件数 

 

 

 

 ④鉄道駅の利用者の増加状況 

⚫ 鉄道駅の利用者は、JR

主要駅、名鉄各駅とも

に増加傾向にあり、と

くに名鉄各駅や神領駅

では、10 年前に比べて

2 割増となっています。 

⚫ 周辺開発や人口動向等

を踏まえながら今後の

動向に注目する必要が

あります。 

 

平成 23 年を規準年とした鉄道乗車客の推移（JR、名鉄のみ） 

 

 

 

課題⑯ 駅利用者の増加が駐輪場利用の増加につながる 
    ため、適切な駐輪場の整備が必要 

 ⑥商業施設、病院、保育施設、学校での駐輪場整備の考え方 

⚫ 一般に自転車利用が想定

される施設では、総合ス

ーパー、中学校、高校を除

き、駐輪場の利用率は低

い状況です。 

⚫ 通勤、買物、通院、子ども

の送迎を含め、マイカー

中心の状況都なっていま

す。 

 

有料自転車等駐車場

無料自転車等駐車場

放置禁止区域

保管所

課題⑬ 駅周辺の有料・無料駐輪場の更新等に合わせて、使いやすさの「質」を高める駐輪環境整備の検討が必要 

出典：春日井市資料（Ｈ30 年度） 
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牛山駅

間内駅

全体

課題⑰ 民間開発に伴う駐輪場整備では適切な「量」の 
    確保への誘導が必要 

有料駐輪場の設置年と築年数（令和２年時点） 

 

有料駐輪場 駐輪場構造 設置年（築年数） 

高蔵寺駅北口 立体自走式（３階建） S56（築 39 年） 

高蔵寺駅南口 立体自走式（３階建） S59（築 36 年） 

JR 神領駅北口 平面式（屋根付き） H29（築 3 年） 

JR 春日井駅北口 立体自走式（３階建） H13（築 19 年） 

JR 勝川駅東 平面式（屋根付き） H22（築 10 年） 

JR 勝川駅西 平面式（屋根付き） H22（築 10 年） 

勝川駅南口（バイク含む） 平面式（屋根付き） H14（築 18 年） 

        ※自転車駐車場のみ。（勝川駅南口のみ、自転車+バイク併用） 

 

課題⑭ 老朽施設の改良等に合わせて、収容台数や場内 
    環境などの改善が必要 

課題⑱ 「クルマの受け入れ」を優先した交通環境の実状 
    に対し、自転車活用の方針の明確化が必要 

■主な施設での駐輪場に関するアンケート結果 

 

主な施設 駐輪場の状況 

商業施設 ・総合スーパー等大規模店舗では
100 台以上の駐輪場を整備し、利
用も発生。 

・食品スーパー、ホームセンター等
では数十台の駐輪場を整備するも
利用率は低め 

保育施設 ・子どもの送迎は、８～９割がマイ 
 カーであり、自転車通園は少ない 

高校 ・通学者の９～10 割が自転車通学で 
 大規模駐輪場を整備している 

 

課題⑮ 放置自転車の効率的な抑制対策を展開し、 
    費用の抑制にむけた検討が必要 

■各放置禁止区域での年間撤去台数の推移 
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 高蔵寺リ・ニュータウン

計画（H28 策定）での
JR 高蔵寺駅周辺の整備
イメージ。 

北口、南口の駐輪場の更
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【活用推進】の充実に向けて 

⚫ 国の自転車活用推進法の策定を受け、日々の暮らしでの自転車活用に加えて、観光や健康づくり、防災など様々な視点での自転車活用を検討することが求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）健康づくりに対する自転車利用の効果 

⚫ 自転車は身近にできる健康づくり・スポーツとして、大手自転車メーカー等で

は様々なデータを公表しています。ダイエットや成人病予防等だけでなく、自

転車通勤によるメンタル面での変化にも着目されています。 

⚫ 経産省が「健康経営優良法人認定制度」を設け、全国的に健

康経営への期待が高まる中で、自転車通勤や余暇での自転

車活用等がしやすい環境整備が期待されます。 

■㈱シマノ社による健康効果の検証 

 ■ ■

出典：株式会社シマノ ホームページ「Health Data File」

課題㉒ 健康経営等の全国的な仕組みを活用し、組
織単位の自転車活用の促進支援が必要 

 ②市内の「子育て世帯」の増加への対応 

⚫春日井市では保育施設数は年々増加し、また園児数

も微増しています。現在の保育施設は大規模な駐車

スペースを敷地内に有する施設も多い一方で、勝川

駅周辺等では自転車送迎も見られます。 

⚫他都市では、駐輪場内に大型自転車専用の駐輪スペ

ースを設ける取り組み（写真）等も始まっています。 

 

課題⑳ 市街地での保育施設の増加も見据えた 
子育て自転車対策の検討も必要 

■保育施設の施設数、入園者数の推移 

 

 ①高齢者の運転免許返納に対する実績 

⚫高齢化が進行する中で、高齢者の自動車事故の問題が目立つようになり、運転

免許返納者も増えています。 

⚫春日井市では、運転免許返納者の移動サポートのため、「自主返納カード」を

提供し、かすがいシティバスの料金割引を行なうなど、対策を講じています。 

⚫他都市では、運転免許返納後に自転車（電動アシスト付き自転車含む）を選択

するケースもあり、購入補助制度を設ける事例もあります。 

課題⑲ 高齢者の自転車利用の増加可能性も想定し
安全利用を促す取り組みの検討が必要 

■運転免許自主返納者への本市の対応    ■運転免許自主返納カード発行枚数 

■運転免許自主返納カード（中央の緑色） 

運転免許自主返納者に対して、シティバス

の運賃割引（200 円→100 円）となる「運

転者自主返納者カード（下図中央 緑色）」

を発行しています。 

 

 ③市内の「観光振興」に対するニーズへの対応 

⚫ 県内の主要観光施設、

イベントの観光客入り

込み客数のランキング

では、春日井まつり、市

民納涼まつりが、行祭

事・イベント部門の 21

位、33 位に上がります。 

■県資料による市町村別観光客入り込み客数 

 

課題㉑ 日常利用での通行環境、駐輪環境の充実に
際し、観光面での利用にも配慮が必要 

（参考）アフターコロナでの自転車活用 

⚫ 新型コロナウィルス感染症により、テレワークや WEB 会議、３密回避のため

の買物行動の変化など、日常生活での移動に大きな変化が現れました。 

⚫ 民間の自転車雑誌社が行った WEB アンケート調査では、新型コロナウィルス

禍前後で、通勤・通学の交通手段の自転車分担率が増加したとしています。 

⚫ アフターコロナでの「新しい生活様式」により、従前の交通状況に戻らない可

能性も示唆されており、これに対応した環境整備が期待されます。 

 ■新型コロナウィルス禍前後での通勤・通学の交通手段の変化 

 

 

課題㉓ アフターコロナでの新たな生活様式に配慮
した、自転車環境整備の検討が必要 

（参考）災害時の対応策としての自転車活用 

⚫ 災害後に鉄道やバス、マイカーが利用できない状況下でも、自転車のもつ機動

性は損なわれないことから、災害復旧時等の移動手段としての自転車活用が期

待されます。一方で適正に利用しなければ、駐輪場不足等の問題もあります。 

⚫ 他都市では、災害時の救助活動に自転車を活用したり、被災時の行政職員の参

集や情報伝達のための備えとして自転車を備蓄する等の取り組みもあります。 

 

■災害時の自転車の適正利用 

 国の『国土強靱化基本計画』において災害時

の自転車活用が位置づけられています。 

 

■他都市での災害時自転車活用例 

 

 

課題㉔ 災害等の緊急時にも自転車が確実に活用で
きる環境を、普段から備えることが必要 

■消防ファットバイク隊（神奈川県大和市）

■防災自転車の寄付に関する協定 

（神奈川県横浜市）

出典：大和市 HP

災害時に消防車両で

の移動が困難な時に

も出動可能な自転車

の消防チームを編成 

放置自転車を利用し

たリサイクル自転車

を災害対応用の自転

車として寄付 

国土強靱化基本計画（H30.12.14）抜粋 

・避難に自動車を用いることができる者について

あらかじめ合意形成を図るとともに、それ以外の

者は、夜間停電を考慮しつつ徒歩や自転車で避難

することを前提に、避難経路・避難方法を検討し、

実行できる環境を整える。 

・道路の通行可否情報を効率的に収集するため、交

通監視カメラや道路管理用カメラ等の活用に加

え、自転車の活用したパトロール等を検討し、配

備･訓練する。 

■
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４．自転車活用の課題を踏まえた計画体系図（案） 
⚫ 県下でも自転車事故が多い本市では、自転車の安全な通行環境をつくり、交通ルールを遵守した利用を促すことが重要であり、観光や健康づくりなどの新たな自転車活用に先んじて、暮らしでの環境を整えることが必要です。 

⚫ 本市のまちづくりの最上位計画である「第六次春日井市総合計画」が目指す【暮らしやすさと幸せをつなぐまち かすがい】を、自転車の観点からサポートする計画として【まもる（交通安全教育）】【はしる（通行環境整備）】

【とめる（駐輪環境）】【いかす（自転車活用）】の４つの柱での取り組みを提案します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

当たり前の交通ルールを、みんなが当たり前に守る意識をつくる まもる 

誰もが知っている、当たり前の

自転車交通ルールを、当たり前

に守る意識を醸成するため、

様々な機会を通じて、安全に関

する啓発や学習のための環境づ

くりを推進します。 

計画の枠組み（基本方針）  ※参考として想定される主な取り組みを併記しています。 

安
全
教
育
の
充
実 

通
行
環
境
の
充
実 

市内の自転車活用の個別課題（方向性） 

駐
輪
環
境
の
充
実 

自
転
車
活
用
の
推
進 

自転車も、歩行者も、自動車も、安全で快適に通行できる環境をつくる はしる 

自転車が安心して車道通行でき

る環境を創るとともに、自転車

が歩道を通行しなくて済む環境

により、歩行者が安心して通行

できる歩道を実現します。 

安全を高めることで、暮らしで

の利用を促進します。 

日常生活での行き先で、不自由なく便利に利用できる駐輪環境をつくる とめる 

買い物や鉄道利用、習い事な

ど、自転車でお出かけしたとき

に、移動した先で駐輪できる環

境を創り、放置自転車の発生を

抑制できる取組を推進します。 

自転車の使いやすさを高め、暮

らしでの利用を促進します。 

いつも日常でも、特別な非日常でも、適切に自転車を活用できる環境をつくる いかす 

健康、観光などの余暇活動や、

災害発生時の活用など、自転車

のメリットが活かされる様々な

場面で、将来的に春日井市内で

の積極的な自転車活用ができる

よう、環境を整えていきます。 

課題① 自転車事故は市内各地で発生しており、自転車を使う側の遵守意識の啓発も事故軽減には必要 

課題② 自転車事故は高校生等若い世代での発生確率が高く、重点的な教育が必要 

課題③ 高齢者の自転車事故は死亡事故になる可能性が高く、身を守る安全教育が必要 

課題④ 自転車側の違反行為は「若い世代」に多く、遵守意識の徹底に資する教育が必要 

課題⑤ 安全教育は子どもが中心であり、中学～成人を含め成長段階に合わせた教育も必要 

課題⑥ 自転車の違反行為を減らすため、「車両を運転している」意識を高める啓発が必要 

課題⑦ 自転車保険の加入促進に向けて、事業者等の連携・協力をさらに図ることが必要 

課題⑧ 自転車利用の多い高校通学に対して、関係者と連携した効果的啓発手法の検討が必要 

課題⑨  

課題⑩ 自転車とバスは通行場所が競合するため、双方が安全に通行できる空間の整備が必要 

課題⑪ 通学児童・生徒の安全確保のための、自転車の車道誘導に資するネットワークが必要 

課題⑫ 将来を見据えた、実現可能な整備形態の選定が必要 

課題⑬ 

課題⑭ 老朽施設の改良等に合わせて、収容台数や場内環境などの改善が必要 

課題⑮ 放置自転車の効率的な抑制対策を展開し、費用の抑制にむけた検討が必要 

課題⑯ 駅利用者の増加が駐輪場利用の増加につながるため、適切な駐輪場の整備が必要 

課題⑰ 民間開発に伴う駐輪場整備では適切な「量」の確保への誘導が必要 

課題⑱ 「クルマの受け入れ」を優先した交通環境の実状に対し、自転車活用の方針の明確化が必要 

課題⑲ 高齢者の自転車利用の増加可能性も想定し安全利用を促す取り組みの検討が必要 

課題⑳ 市街地での保育施設の増加も見据えた子育て自転車対策の検討も必要 

課題㉑ 日常利用での通行環境、駐輪環境の充実に際し、観光面での利用にも配慮が必要 

課題㉒ 健康経営等の全国的な仕組みを活用し、組織単位の自転車活用の促進支援が必要 

課題㉓ アフターコロナでの新たな生活様式に配慮した、自転車環境整備の検討が必要 

課題㉔ 災害等の緊急時にも自転車が確実に活用できる環境を、普段から備えることが必要 

整
備
可
能
な 

場
所
の
見
極
め 

ニ
ー
ズ
に
合
う 

サ
ー
ビ
ス
提
供 

将
来
の
自
転
車 

 

活
用
の
推
進 

自
転
車
事
故
の 

軽
減
が
最
優
先 

安全教育の場を充実する 

子どもや高齢者への教育

に加え、中学生、高校生

や社会人など、新たな交

通安全教育の場を充実し

ながら、成長段階に合わ

せて啓発ができる環境を

整えます。 

教育しやすい環境をつくる 

学校や企業、家庭など、

様々な場面での安全教育

ができるように、分かり

やすい教育ツールや、イ

ベント等での安全教育の

機会など、教育しやすい

環境をつくります。 

自転車通行環境の整備 

自転車ネットワークの整

備により、車道を安全に

通行できる環境をつくる

ために、都市計画道路等

の整備に合わせて、実効

性のある通行環境の整備

を進めます。 

車道通行ルールの見える化 

自転車利用者が安全に安

心して車道通行ができる

ように、通行方法が分か

る案内サインの充実や、

路上駐停車の抑制など、

機能を保持するための見

える化を図ります。 

自転車駐車場の整備・充実 

既存の公営駐輪場の空き

を活用し、子育て自転車

などにも対応した、より

「質」の高いサービスを

提供したり、民間事業者

と連携した駐輪場の整備

を推進します。 

放置自転車対策の充実 

本市の放置自転車は、駐

輪場整備や対策の徹底で

年々減少しています。 

より効率的に放置自転車

対策を進めるとともに、

放置しない意識を高める

取り組みを推進します。 

日々の暮らしでの活用推進 

健康的で環境にやさしい

ライフスタイルの実現や

来街者でも気軽に自転車

を使える環境づくりに向

けて、自転車のメリット

啓発やシェアサイクルの

導入検討等を進めます。 

非日常での活用推進 

健康づくりやサイクルツ

ーリズムなどの余暇活動

や、公共交通不通時の代

替手段など、自転車のメ

リットを活かした非日常

での活用を想定した環境

づくりを進めます。 
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【参考】自転車利用の発生する市内各種施設へのアンケート調査の概要 

⚫ 春日井市における自転車利用の実態や駐輪や自転車交通安全の問題等を把握するために、商業、医療、教育等々の施設に対してのアンケート調査を実施しました。 

 

 
 

参考資料 

1 各種施設へのアンケート調査の概要 

●実施期間：令和２年６月１２日～６月 22 日 

●調査対象施設別配布数・回収数 

施設種別 調査対象の抽出方法 配布数 回収数 回収率 

店舗 市所有の大型小売店舗データより 55 18 33％ 

病院 春日井市医師会 HP より 12 8 67％ 

市立保育園 市 HP より 29 25 86％ 

中学校 市 HP より 15 14 93％ 

高校 市 HP より 8 7 88％ 

大学・専門学校 ナビタイム検索より 7 2 29％ 

自転車店 公益財団法人日本交通管理技術協会ＨＰより 17 5 29％ 
 

●主な質問内容 

 
 

●配布物（例：店舗向けアンケート、送り状+３ページの調査票） 

 

店舗 病院 保育園 中学校 高校
大学・

専門学校
自転車店

自転車駐車場の整備状況 〇 〇 〇 〇 〇

主な駐輪場所 〇

自転車駐車場の駐輪実態 〇 〇 〇 〇 〇

施設の利用者・通学者・通園者・従業員数 〇 〇 〇 〇 〇 〇

施設利用者・従業者の交通手段 〇 〇 〇 〇

施設利用者・従業員の自転車利用の許可の有無 〇 〇 〇 〇 〇 〇

安全教育の実施状況 〇 〇 〇 〇 〇 〇

自転車保険加入促進の取組状況 〇 〇 〇 〇 〇

今後の自転車の利用意向 〇 〇

自転車活用に必要なこと 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

自転車による事故・トラブルの発生状況 〇 〇 〇 〇

電動アシスト自転車の利用状況 〇

通学路の指定状況 〇

ヘルメットの着用義務の有無 〇 〇

自転車関連の部活動・クラブの有無 〇 〇

自転車の販売状況 〇

各種施設へのアンケート調査の主な結果 

【保険加入の取組状況】 
 中学・高校以外は、あまり保険加入の促進は行っていません。 
 

■店舗・病院における保険加入の取組み（％） 

 
 

■中学・高校・大学・専門学校における保険加入の取組み（％） 

 

通勤条件とし

て義務付
加入の周知

業務利用時の

保険に加入
特にない その他

店舗(n:18) 27.8 33.3 0.0 33.3 0.0

病院(n:8) 0.0 12.5 12.5 75.0 0.0

教職員の通勤

条件として義

務付

加入の周知

保護者への生

徒・学生の加

入の呼びかけ

特にない その他

中学(n:14) 14.3 50.0 28.6 28.6 0.0

高校(n:7) 0.0 42.9 71.4 28.6 0.0

大学・専門(n:2) 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0

【自転車活用に必要なこと】 
 施設によらず「安全な自転車通行環境」をもとめる意見が多いです。 
 駐輪環境の整備や安全教育をもとめる意見もみられます。 
 

■各施設の今後の自転車活用に必要だと思うこと（％） 

 

店舗

(n:18)

病院

(n:8)

保育園

(n:25)

中学

(n:14)

高校

(n:7)

大学・専門

(n:2)

自転車店

(n:5)

安全な自転車通行環境 88.9 87.5 92.0 85.7 85.7 100.0 40.0

安全利用関連のチラシ配布 22.2 25.0 24.0 14.3 14.3 50.0 0.0

安全教育の講師の派遣 5.6 0.0 8.0 14.3 42.9 50.0 0.0

安全利用のセミナー等 5.6 12.5 8.0 7.1 14.3 50.0 20.0

駅周辺の駐輪場 27.8 25.0 52.0 50.0 57.1 100.0 40.0

人が集まる地域の駐輪場 16.7 0.0 24.0 14.3 57.1 100.0 0.0

とくにない 0.0 12.5 4.0 7.1 0.0 0.0 0.0

その他 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 20.0

多くの施設で自転車駐車場が整備されているほか、一部の店舗や中学校・高校では自転車の活用の意向はあるものの、安全教育の実施や安全な自転車利用環境に関して課題があると考えます。 

 

【自転車駐車場の駐輪実態】 
 多くの施設で、まだ収容台数に余裕がある状態です。 

29.4
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29.4
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28.6

41.2

33.3

20.0

14.3
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通院者(n:5)

職員(n:7)

大学・専門学校(n:2)

店
舗

病
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学
校

収容しきれない ちょうどよい 半分程度 半分以下

12.5 62.5

100.0

12.5 12.5

0.0

0% 50% 100%

中学校(n:8)

高校(n:7)

常に入りきらない ほぼ一杯 半分程度 ほとんど空き

【通勤者・通学者・通園者数】 

 

 

60.0 20.0

50.0

20.0

28.6 28.6

23.1 15.4
7.7

42.9

53.8

100.0

50.0

0% 50% 100%

店舗 従業員数(n:5)

病院 職員数(n:7)

中学校 生徒数(n:13)

高校 生徒数(n:7)

大学・専門 学生数(n:2)

～49人 50～99人 100～199人

200～299人 300～399人 400～499人

500人～

【自転車駐車場の整備状況】 
 多くの施設で自転車駐車場が整備されています。 
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■自転車駐車場のある施設割合（％）
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■収容可能台数別割合（％）

【通勤・通学での自転車利用の許可状況】 
 自転車利用を許可している施設が多い 
です。 

 44.4

12.5

57.1

11.1

50.0

42.9

50.0

50.0

44.4

87.5

50.0

0% 50% 100%

店舗 従業員(n:18)

病院 職員(n:8)

中学校 生徒(n:14)

高校 生徒(n:7)

大学・専門 学生(n:2)

許可・推奨 条件付で許可

一律禁止 とくに定めていない

【従業員・通学者・園児への安全教育】 
 保育園を除き安全教育はあまり行われてい
ません。 
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■自転車の安全教育の実施（％）
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